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以下，令和元年改正による特許法を「法」と，特許法による査証の手続等に関する規則

（令和２年最高裁判所規則第７号）を「規則」という。 

 

１ 査証制度の概要 

 

（答） 

 査証制度は，新たな証拠収集手続であり，当事者の申立てを受けて，裁判所が中立的な

専門家に対して証拠の収集を命じ，中立的な専門家はこれを受けて，被疑侵害者が侵害物

品を製造している工場等に立ち入り，証拠となるべき書類等に関する質問や提示要求をす

るほか，製造機械の作動，計測，実験等を行い，その結果を報告書としてまとめて裁判所

に提出し，後に申立人（以下「査証申立人」ということがある。）が書証としてこれを利

用する制度です。この制度は，令和元年特許法改正（令和元年５月１７日法律第３号）に

よって設けられました。 

 

２ 査証の申立て 

 

（答） 

 査証の申立ては，訴えを提起した後に行うことができるものであり，訴え提起前に申し

立てることはできません。 

 

（答） 

 査証手続に関する特許法の規定は，商標法，著作権法等においては準用されていません

ので，商標権や著作権の侵害に係る訴訟等において利用することはできません。 

問1 査証制度とはどのような制度ですか。 

問2-A 査証の申立ては，訴え提起前でもすることができますか。 

問2-B 査証手続は，特許権以外の権利侵害についても利用することができますか。 
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（答） 

(1) 必要的記載事項 

 特許権又は専用実施権を相手方が侵害し

たことを疑うに足りる相当な理由があると認められるべき事由（蓋然性の要件。法１０

５条の２第２項１号），⒝査証の対象とすべき書類等を特定するに足りる事項及び書類

等の所在地（同項２号），⒞立証されるべき事実及びこれと査証により得られる証拠と

の関係（同項３号），⒟査証人が行うべき措置の内容（規則１条１項参照） 申立人が

自ら又は他の手段によっては，上記⒞に規定する証拠の収集を行うことができない理由

（補充性の要件。法１０５条の２第２項４号），⒡その他査証のために必要な措置につ

いて裁判所の許可を受けようとする場合にあっては，当該許可に係る措置及びその必要

性（同項５号），⒢執行官の援助命令を求める場合（法１０５条の２の２第３項）は，

援助を求める事務の内容，及び，援助を必要とする理由（規則２条２項）を記載するこ

とが必要です。 

 なお，査証命令の発令要件のうち必要性の要件については，上記⒞の立証されるべき

事実及びこれと査証により得られる証拠との関係において，自ずと示されるものと考え

られます。また，上記⒟の査証人が行うべき措置の内容の記載に当たっては，査証を求

める事項（査証人が相手方の書類等について調査して明らかにすべき事項）を明らかに

して記載する必要があります（規則１条２項）。 

上記⒢の執行官の援助命令の申立て（法１０５条の２の２第３項）は，期日において

する場合を除き，書面でしなければならず（規則２条１項），査証命令の申立て後にす

ることも可能です。 

(2) 任意的記載事項 

 上記(1)の必要的記載事項のほか，査証の申立書には，⒣相当性の要件に関する事情，

査証を実施する専門家に関する要望事項（専門分野，職種等），⒥査証の具体的な実

問2-C 査証の申立書にはどのような事項を記載することが必要ですか。 
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施方法の提案，特に，装置の実験等の措置を求める場合にはその手順，方法等に関する

事項などを記載することが考えられます。 

 

（答） 

(1) 書類等 

  査証の対象となる書類等については，例えば，「相手方工場（○○県○○市○○番地）

所在の相手方製品Ａの製造工程に係るマニュアル，作業工程表及びこれに関連する書類

等（電磁的記録を含む。）」，「相手方工場（○○県○○市○○番地）所在の相手方製品の

製造工程における溶液の種類・組成，噴霧乾燥の温度の制御，管理，記載等に係る書類

等（電磁的記録を含む。）」などと記載することが考えられます。   

(2) 装置 

  査証の対象となる装置については，例えば，「相手方工場（○○県○○市○○番地）

所在の相手方製品Ａを製造する装置及び付属設備一式」，「相手方工場（○○県○○市○

○番地）所在の相手方製品Ａの製造工程においてガラス容器の洗浄を行う装置及びこれ

に付属する設備一式」などと記載することが考えられます。 

 

（答） 

(1) 査証人の権限  

法１０５条の２の４第２項は，査証人は，査証をするに際し，査証を受ける当事者の

工場等に立ち入り，又は査証を受ける当事者に対して質問をし，若しくは書類等の提示

を求めることができるほか，装置の作動，計測，実験その他査証のために必要な措置と

して裁判所の許可を受けた措置をとることができると規定しています。また，法１０５

問2-D 「相手方が所持し，又は管理する書類又は装置その他の物（書類等）」（法１０５

条の２第１項）はどのように記載すべきですか。 

問2-E 査証申立書において，査証の申立てに係る措置の内容（規則１条１項）はどのよ

うに記載すべきですか。 
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条の２第１項は，「相手方が所持し，又は管理する書類又は装置その他の物（以下「書

類等」という。）について，確認，作動，計測，実験その他の措置をとることによる証

拠の収集が必要であると認められる場合において，…査証人に対し，査証を命ずること

ができる。」と規定し,「確認」をすることもできることが前提とされています。 

 上記各 査証の対象とすべき書類等が所在する査証を受け

る当事者の工場，事務所その他の場所に立ち入り，査証を受ける当事者に対する質問を

し，書類等の提示を求めること，⒝書類の確認並びに装置の確認，作動，計測及び実験

を行うこと，⒞その他査証のために必要な措置として裁判所の許可を受けた措置をとる

ことができることとなります。 

 こうした査証人の権限のうち， は，立証事項のいかんにかかわらず，査証人が

行うこととなる措置であるのに対し，上記⒝及び⒞は事案に応じて査証人が採り得る措

置です。 

(2) 査証の申立てに係る措置の特定  

査証人は，査証命令に基づいて査証を実施し，査証人が，査証の対象とすべき書類等

について，確認，作動，計測，実験，その他の措置のうちいかなる措置をとることがで

きるかは査証命令で定められておく必要があるところ，裁判所がこれを定めるためには，

査証の対象とすべき書類等について，申立人が査証人に求める措置の内容が申立書にお

いて明らかにされていることが必要となります。そのため，査証人が行うべき措置（上

記(1)⒝）に関し，規則１条１項は，査証の申立書には「申立てに係る措置」の内容を

記載しなければならないものとしています（なお，上記(1) の措置は，事案を問わず

査証人が行うことのできる措置であることから，査証の申立書の「申立てに係る措置」

として記載をする必要はなく，上記(1)⒞の措置は，法１０５条の２第２項５号により

記載をすることが必要になります。）。 

また，査証人が相手方の書類等について調査して明らかにすべき事項が特定されてい

なければ，査証人が行うべき措置の内容も明らかにならないことから，規則１条２項は，

同条１項の査証の申立てに係る措置の内容の記載は，「査証を求める事項」を明らかに
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してしなければならない旨規定しています。 

例えば，製品の製造工程に設置された装置Ａの洗浄液に含まれる化学物質の種類が争

点となっている事案において，「立証されるべき事実」が「装置Ａの洗浄工程において

使用される洗浄液に化学物質Ｂが含まれていること」であれば，「査証を求める事項」

は「装置Ａの洗浄工程において使用される洗浄液に含まれる化学物質の種類を確認する

こと」となります。そうすると，査証の申立てに係る措置としては，単に「確認」，「計

測」などと記載するのではなく，「装置Ａの洗浄工程で使用される洗浄液に含まれる化

学物質の確認及びその確認に必要な実験」などと記載することとなると考えられます。 

なお，裁判所の許可を要する措置については，当該許可に係る措置に加え，その必要

性も記載する必要があります（法１０５条の２第２項５号）。 

 

（答） 

 査証申立書の記載例については，下記【事例１】に関する別紙１－１，下記【事例２】

に関する別紙１－２をご参照ください。 

【事例１】 

 原告は，構成要件Ａ～Ｄとして規定された各工程を順に経ることにより製品を製造する

方法に関する特許に基づき，特許権侵害訴訟を提起した。被告は，自らの工場で当該製品

を製造していること，構成要件Ａ及びＤの各工程を経ていることは認めるものの，順に，

工程Ａ，工程Ｃ，工程Ｅ，工程Ｄとの工程で製造しているので，当該特許を侵害していな

いと主張している。 

【事例２】 

原告は，構成要件として，ガラス容器の製造工程で得たガラス容器の内表面を化学物質

Ｐを含む水溶液から成る洗浄液で洗浄する洗浄工程を含み，洗浄工程における洗浄液の噴

霧圧が０．０８ＭＰａ以上に制御されることを特徴とするガラス容器の製造方法に関する

特許に基づき，特許権侵害訴訟を提起した。被告は，被告の所有・管理する工場において

問2-F 査証申立書の記載例はありますか。 
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ガラス容器が製造されていることは認めるものの，その製造主体は被告ではなく，かつ，

洗浄液には化学物質Ｐは含まれず，洗浄液の噴霧圧は０．０５ＭＰａ以下であると主張し

ている。なお，原告は，訴えの提起前及び提起後において，任意に被告製品の製造方法を

確認することを提案したが，被告はこれを拒絶した。 

 

（答） 

 査証の申立てがされると，裁判所としては，申立要件の充足性について検討することに

なりますが，実務的には，いきなり査証命令を発するのではなく，まずは，任意の証拠開

示が可能かどうかについて，裁判所と両当事者間で協議をすることが考えられます。 

 例えば，申立人が，侵害装置を市場から購入することが困難であるとして，相手方の工

場に設置された当該装置の作動状況や製造方法の確認等を求める場合，裁判所と両当事者

間で協議を行い，そこで装置の作動状況や製造方法の確認等について相手方の受ける不利

益を最小限とする方法について話し合い，具体的な方法について両当事者の同意を得ると

ともに，申立代理人の立会いについて相手方代理人の同意を得た上で，査証の実施に当た

っては，当該方法により上記の確認等を行うという進め方も考えられます。 

 また，裁判所が査証命令の要件を満たすと考える場合に，当該命令を発出する前に，両

当事者から査証を実施する専門家についての要望を聴取し，あるいは査証の実施方法につ

いて協議を行うことも考えられます。 

 

３ 査証命令 

 

（答） 

査証は，「相手方が所持し，又は管理する書類又は装置その他の物」を対象とするもの

問2-G 査証の申立てがされた後，発令前に，任意の証拠開示のため，あるいは査証を効

率的かつ円滑に行うための協議が行われることはありますか。 

問3-A 訴訟の当事者以外の第三者に対する査証は認められますか。 
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ですので（法１０５条の２第１項），相手方当事者以外の第三者が「所持し，又は管理す

る書類又は装置その他の物」に対して査証命令を発することはできません。 

 

（答） 

 査証の申立てについての決定に対しては，即時抗告をすることができます（法１０５条

の２第４項）。査証の申立てについては，全部又は一部が認容され，又は却下されること

が考えられますので，その判断内容に応じ，相手方のみならず申立人も即時抗告の申立て

をすることができます。 

 

（答） 

 裁判所は，査証命令の発令をした後において，査証を受けるべき当事者の負担が不相当

なものになることその他の事情により査証をすることが相当でないと認められるに至った

ときは，その命令を取り消すことができます（法１０５条の２第３項）。 

 

４ 査証人の選任 

 

（答） 

 査証手続を実施する主体となる専門家は，相手方の工場等に立ち入り，対象となる装置

や書類の確認等をすることになりますが，相手方の幅広い営業秘密等に接する可能性があ

ることや，調査の結果が訴訟の帰趨に影響を与える可能性があることから，中立公正な第

三者を裁判所が指定することとしています。専門家の属性については特に制限はありませ

んが，査証手続に係る専門分野，要証事実，査証手続の内容等を考慮しつつ，事案ごとに，

弁護士，弁理士，学識経験者等から指定することが想定されています。 

問3-B 査証命令に対して不服申立てをすることができますか。 

問3-C 査証命令が発令された後に取り消すことはできますか。 

問4-A 査証を実施する査証人としては，どのような専門家が想定されていますか。 
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（答） 

 査証人は裁判所が指定します（法１０５条の２の２第２項）。裁判所は，事案の内容や

性質に応じ，弁護士，弁理士，学識経験者等から適任と考えられる候補者を選び，両当事

者にその氏名，属性等を示し，利害関係の有無について照会し，利害関係のない方から選

任することとなります。 

 

（答） 

 専門家の中立公正性を確保する観点から，当事者は，裁判所が指定した査証人について

忌避の申立てをすることができます。すなわち，法１０５条の２の３第１項は，査証人に

ついて誠実に査証をすることを妨げるべき事情があるときは，当事者は，その査証人を忌

避することができると規定しており，忌避の申立てを却下する決定に対しては即時抗告を

することができます（同条第２項，民訴法２１４条４項）。 

忌避の申立ての時期について，鑑定人が鑑定事項について陳述する前であることが原則

ですが，例外的に陳述後の忌避の申立てが認められています（民訴法２１４条１項後段）。

査証人についても，同様の規定（法１０５条の２の３第１項後段）が設けられています。 

忌避の申立ての方式に関し，規則３条１項は，期日においてする場合を除いて，書面で

行わなければならないと定め，また，同条２項は，忌避の原因を疎明しなければならない

と規定しています。 

 

５ 査証の実施 

 

問4-B 査証人は，どのようにして選任されますか。 

問4-C 査証人を忌避することはできますか。 

問5-A 査証命令の発令後，査証人が，査証の実施方法等について，裁判所や当事者と打

合せをすることはありますか。 
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（答） 

規則４条は，裁判所は，口頭弁論若しくは弁論準備手続の期日，書面による準備手続又

は進行協議期日において，査証の実施に必要な事項につき，当事者，査証人及び執行官

（援助命令が発出された場合）と協議をすることができると規定しています。実際上，査

証は，相手方の工場等において申立人側の立会いなく実施されることから，査証人が査証

を円滑に実施し，適切な査証報告書を作成するためには，裁判所，当事者，査証人及び援

助命令を受けた執行官が，事前に査証の具体的な実施方法，順序などについて協議するな

どの事前準備をすることが重要となりますので，査証を受ける当事者の営業秘密への配慮

が特に必要な場合などを除いては，裁判官，当事者，査証人及び執行官による打合せの機

会が設けられることもあり得ると思われます。計算鑑定手続においては，計算鑑定人も参

加する協議において，申立人側が，計算鑑定人に対して留意点や要望を伝えることがあり

ますが，査証手続においても，査証申立人に同様の機会が設けられることも考えられます。 

 

（答） 

査証人は，査証命令に基づいて査証を実施することになりますが，査証人の権限に関し，

法１０５条の２の４第２項は，査証人は，査証をするに際し，査証の対象とすべき書類等

が所在する査証を受ける当事者の工場，事務所その他の場所に立ち入り，又は査証を受け

る当事者に対し，質問をし，若しくは書類等の提示を求めることができるほか，装置の作

動，計測，実験その他査証のために必要な措置として裁判所の許可を受けた措置をとるこ

とができると規定しています。上記のうち，「装置の作動」としては，被疑侵害物品を製

造する機械を実際に作動させることなどが，「計測」としては，被疑侵害工程における中

間生成物の形状，硬度，濃度，光度，臭気を測定することなどが，「実験」としては，被

疑侵害工程における中間生成物の成分分析，安全性試験などが考えられます。  

 実務上は，裁判所，両当事者の訴訟代理人，査証人等の間で，査証を行う日時，方法等

について打合せを行った上で，査証の際は，査証を受ける当事者の代理人や担当者等が査

問5-B 査証人は，どのようにして査証を実施しますか。 
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証人に対して適宜説明を行い，これに対して，査証人が，必要に応じ，質問をしたり，関

係する書類等の提示を求めたりすることになると考えられます。その際，査証を受ける当

事者は査証人に必要な協力をしなければなりません（法１０５条の２の４第４項）。 

 

（答） 

改正法には申立人や申立代理人が査証に立ち会うことを認める規定はありません。  

 

（答） 

相手方及び相手方代理人は，査証人による査証に立ち会うことができます。また，相手

方が証拠収集に関して利害関係を有する第三者を立ち会わせることを希望する場合には，

裁判所がその立会いの可否を判断することになります。 

 

（答） 

(1) 執行官による援助 

 裁判所は，査証を受ける者の反対が強く，査証人のみでは円滑に査証をすることが困

難な場合など，円滑に査証をするために必要と認められるときは，当事者の申立てによ

り，執行官に対し，査証人が査証をするに際して必要な援助をすることを命ずることが

できます（法１０５条の２の２第３項）。そして，執行官は，必要な援助をするに際し，

査証を受ける当事者の工場等に立ち入り，又は査証を受ける当事者に対し，査証人を補

助するため，質問をし，若しくは書類等の提示を求めることができます（法１０５条の

２の４第３項）。この場合，査証を受ける当事者は，執行官に対し，査証に必要な協力

をしなければなりません（同条第４項）。 

(2) 執行官援助の申立て等 

問5-C 申立人及び申立代理人は査証人による査証に立ち会うことができますか。 

問5-D 相手方及び相手方代理人は査証人による査証に立ち会うことができますか。 

問5-E 査証に当たり，執行官の援助を求めることができるのはどのような場合ですか。 
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 規則２条１項は，執行官援助の申立ては，期日においてする場合を除き，書面によら

なければならないことと規定しています。また，同条２項は，裁判所が執行官援助の申

立ての当否を適切に判断できるように，当事者は，執行官援助の申立てをするときは，

援助を求める事務の内容及び援助を必要とする理由を明らかにしなければならないと定

めています。 

(3) 執行官の権限 

  執行官は，上記のとおり，査証を受ける当事者の工場等に立ち入り，又は査証人を補

助するために質問や書類の提示等を求めることができるものの，査証人が行う装置の作

動，計測，実験等の措置についての補助は執行官の権限に含まれていません（法１０５

条の２の４第３項）。また，査証の手続については，民事執行法６条や同法５７条３項

に類する規定，すなわち，査証を受ける当事者が工場等への立入りを拒絶した場合に，

執行官が抵抗を排除するために威力を用い，又は警察上の援助を求めたり，閉鎖した戸

を開くための必要な処分をすることを認める規定はありません。 

 

（答） 

査証を受ける当事者が，正当な理由なく査証に応じないときは，裁判所は，立証される

べき事実に関する申立人の主張を真実と認めることができます（法１０５条の２の５）。 

 

６ 査証報告書 

 

（答） 

裁判所は，査証報告書が提出されると，査証を受けた当事者に当該報告書の写しを送達

しなければなりません（法１０５条の２の６第１項）。 

 そして，査証報告書の写しの送達後２週間以内に不開示申立てがない場合には，査証の

問5-F 査証を受ける当事者が査証に応じない場合の効果について説明して下さい。 

問6-A 査証人が査証報告書を裁判所に提出した後の手続はどのようなものですか。 
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申立人は査証報告書の閲覧等をすることができます（法１０５条の２の７第１項，１０５

条の２の６第２項）。  

 

（答） 

(1) 査証報告書の不開示申立て 

 査証を受けた当事者が，査証報告書の全部又は一部について，営業秘密が記載されて

いるなどの理由から，その不開示を求める場合には，査証報告書の写しの送達を受けた

日から２週間以内に，査証報告書の全部又は一部を査証申立人に開示しない旨の申立て

（以下「不開示申立て」という。）をすることができます（法１０５条の２の６第２項）。 

(2) 不開示部分の特定 

 査証報告書の記載内容又はその添付資料は様々であり，そこに含まれる営業秘密の保

護の必要性の程度も様々ですので，査証を受けた当事者が不開示申立てをする場合には，

不開示とする対象を単に「査証報告書の全部」などとすることなく，同報告書のうち不

開示とすることを求める部分を精査した上で，その範囲を特定することが必要となりま

す（規則７条１項）。 

(3) 開示しないことについての正当な理由の記載 

不開示申立書には，開示しないことについての正当な理由（例えば，営業秘密に該当

すると主張する場合にはその理由等）を記載することが必要です（規則７条３項）。た

だし，後記(4)のとおり，不開示申立書等が査証申立人に直送されることから，同申立

書における「正当な理由」の記載は，査証報告書の内容の詳細や営業秘密を開示しない

限度での抽象的な記載にとどめるよう留意してください（別紙２の記載例参照）。 

(4) 不開示申立書の送付等 

 査証を受けた当事者が，査証報告書の不開示申立てをするときは，査証報告書の写し

から開示しないこととすべき部分を除いた文書等を作成し，不開示申立書に添付した上

問6-B 査証報告書の全部又は一部を不開示にするためには，どのような手続をとること

ができますか。 
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で（規則７条２項），同申立書及び上記文書等を査証申立人に直送することが必要とな

ります（同条４項）。 

不開示申立書等の送付を受けた査証申立人が，同申立てについて意見があるときは，

同申立書に対する意見を記載した書面を裁判所に提出しなければなりません（規則７条

５項）。また，査証申立人が提出した意見書についても，不開示申立てをした相手方に

直送することが必要となります。  

 

（答） 

全部却下する場合，⒞不開示が申し立てられた部分の一部について不開示を認める場合が

あり得ます（法１０５条の２の６第５項参照）。 

査証報告書の一部を開示しないこととする決定が確定したときは，不開示申立てをした

当事者は，遅滞なく，査証報告書の写しから当該決定に係る不開示部分を除いた文書等を

作成し，裁判所に提出する必要があります（規則７条６項本文。破産規則１１条５項等と

同旨の規定）。ただし，不開示決定に係る不開示部分と不開示申立ての際に提出した査証

報告書の不開示部分が同一である場合は，改めて提出することは不要であるとされていま

す（規則７条６項ただし書）。 

 

（答） 

 裁判所は，「正当な理由」があるかどうかの判断に当たり，査証報告書の全部又は一部

を開示して意見を聴くことが必要である場合には，当事者，使用人その他の従業者等（法

１０５条３項の「当事者等」をいう。），訴訟代理人，補佐人又は専門委員に対して，その

報告書の全部又は一部を開示することができます（法１０５条の２の６第４項本文）。た

問6-C 不開示申立ての一部が認容された場合の手続はどのようになりますか。 

問6-D 査証報告書の開示・不開示の判断に当たり，申立代理人又は申立人等に対して同

報告書を開示し，意見を聴取することはありますか。 
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だし，訴訟代理人を除く，当事者等，補佐人又は専門委員に対して開示する場合には，あ

らかじめ査証を受けた当事者の同意を得ることが必要となります（同項ただし書）。査証

申立人の訴訟代理人に対する査証報告書の全部又は一部の開示については，査証を受けた

当事者の同意は不要です。 

査証報告書の全部又は一部が開示された査証申立人の訴訟代理人が「正当な理由」の存

否についての意見を記載した書面を裁判所に提出する場合には，査証報告書の内容を具体

的に記載することがないように注意することが必要です。 

 

（答） 

不開示申立てを却下する決定，⒝査証報告書の全部を

開示しないこととする決定，⒞同報告書の一部を開示しないこととする決定に対して即時

抗告をすることができると規定しています。 

 同項により即時抗告をできる の場合は不開示申立ての申立人（被告），上

記⒝の場合は，不開示申立ての相手方（原告），上記⒞の場合は，両当事者となります。 

 

（答） 

法１０５条の２の７第１項は，不開示申立てがされなかった場合及び同申立てについて

の裁判が確定したときは，申立人及び査証を受けた当事者は，査証報告書（ただし，開示

が認められた部分）の閲覧，謄写等を請求することができると規定しています。 

鑑定の場合には，鑑定人によって作成された鑑定書は，口頭弁論期日において顕出され

ることにより，裁判所がこれを証拠資料として判決の基礎に用いることができますが，査

証報告書については，これを法１０５条の２の７第１項に従って閲覧・謄写等した上で，

問6-E 査証報告書の不開示申立てに対する裁判所の判断に対し，不服申立てをすること

ができますか。 

問6-F 申立人が開示を受けた査証報告書を証拠として提出するにはどのようにしたらよ

いのですか。 
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改めて書証として提出することを要することになります。 

 通常は，申立人は，査証報告書（一部不開示の場合にあっては査証報告書の写しから不

開示部分を除いたもの）を謄写し，謄写した写しを原本に代えて提出する方法により書証

の申出をすることになると考えられます。この方法による場合，全部開示のときは，証拠

説明書の文書の標目欄には「査証報告書（写し）」と，文書の作成者欄には査証報告書の

作成者である「査証人○○」と記載し，一部不開示のときは，文書の標目欄には「不開示

部分をマスキングした査証報告書（写し）」などと記載し，文書の作成者欄には，査証報

告書の写しから不開示部分を除いたものの作成者である不開示申立てをした当事者又はそ

の代理人の氏名を記載することになると考えられます。 

 

（答） 

(1) 請求の主体 

法１０５条の２の７第１項において，申立人及び査証を受けた当事者のみが，裁判所

書記官に対し，査証報告書の閲覧等を請求することができる旨が規定されています。具

体的には， 査証報告書の写しの送達を受けた日から２週間以内に，査証を受けた当事

者から報告書の不開示申立てがなかったとき，又は，⒝査証報告書の不開示申立てにつ

いての裁判が確定したときには，査証の申立人又は査証を受けた当事者は，裁判所書記

官に対し，全部不開示の場合を除いて，査証報告書（一部不開示とされた場合は，不開

示部分を除くもの）の閲覧等を請求することができます。 

(2) 民訴法９１条４項及び５項の準用 

民訴法９１条４項は，訴訟記録中の録音テープ又はビデオテープ等に関する閲覧等の

特則であり，当事者又は利害関係を疎明した第三者の請求があるときは，裁判所書記官

はその複製を許さなければならないと定めています。また，同条５項は，「訴訟記録の

閲覧，謄写及び複製の請求は，訴訟記録の保存又は裁判所の執務に支障があるときは，

することができない」と規定しています。 

問6-G 査証報告書の閲覧・謄写の請求はどのようにして行えばよいですか。 
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査証報告書についても，その一部に録音テープやビデオテープ等が含まれる可能性が

あり，また，濫用的な閲覧，謄写及び複製請求の弊害を防止することが必要であること

から，法１０５条の２の７第３項は，必要な読替えをした上で，民訴法９１条４項及び

５項の規定を準用しています。 

(3) 閲覧等の方式 

法１０５条の２の７第３項は，査証報告書の閲覧等について，民訴法９１条４項及び

５項（訴訟記録の閲覧等に関する規定）を準用しているところ，規則８条１項は，査証

報告書の閲覧等の請求は書面でしなければならないと規定しています。 

また，規則８条２項は，同７条２項又は６項本文により作成された文書等が提出され

た場合には，査証報告書についての閲覧，謄写又は複製は，その提出された文書等によ

ってさせることができる旨規定しています。これは，不開示部分を除いた文書等は，元

の査証報告書とは別のものであるので，その取扱いを明確にするため，確認的にこれに

よって閲覧等をさせることができる旨を規定したものです。 

 

７ その他 

（答） 

 法１０５条の２の９は，査証人に関する旅費，日当及び宿泊料並びに査証料及び査証に

必要な費用については，その性質に反しない限り，民事訴訟費用等に関する法律の規定に

よるとしています。したがって，査証手続に係る費用のうち，同条に列挙された費用（査

証人の旅費，日当，宿泊料，査証料，査証に必要な費用）については，訴訟費用の一部と

なります。 

 他方で，査証に伴い査証を受けた当事者に発生する費用（サンプルの提供に係る費用等）

については，鑑定や検証の場合と同様，査証を受けた当事者の負担となり，査証を受ける

ことにより相手方に不相当な負担が見込まれるときには相当性の要件を充足するかどうか

という観点から，発令の要件として考慮されることとなります。 

問7-A 査証手続に関する費用の負担について説明して下さい。 
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 また，執行官の援助を受けた場合の執行官の手数料や費用についても当事者が負担すべ

き訴訟費用になります（民訴費用法２条２号）。 

  

（答） 

 新法自体は，令和２年４月１日に施行されましたが，査証手続については，同年１０月

１日に施行されます。査証手続について他に経過措置は設けられていませんので，係属中

の事件であっても，施行日以降であれば新法に基づいて査証の申立てができることとなり

ます。 

 

問7-B 新法はいつから施行になりますか。また，新法施行時点に係属中の事件について

は適用されますか。 
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（別紙１－１） 

【事例１の場合】 

 

基本事件：令和元年（ワ）第○○○○○号 特許権侵害差止等請求事件 

申立人（原告） 株式会社Ｘ 

相手方（被告） Ｙ株式会社 

 

査 証 命 令 申 立 書 

 

令和  年  月  日 

 

東京地方裁判所民事第○○部 御中 

申立人（原告）訴訟代理人弁護士 甲 野 花 子 ㊞ 

 

申立ての趣旨 

査証人に対し，相手方が所持又は管理する別紙査証物件目録記載の書類等につい

て，別紙措置目録記載の措置に係る査証を命ずるとの裁判を求める。 

申立ての理由 

※ 以下，「申立人」は「原告」，「相手方」は「被告」と表記することも考えら

れる（他の文例も同様）。 

１ 基本事件の概要 

  本件基本事件は，訴状別紙２記載の相手方製品（以下「相手方製品」とい

う。）の製造方法が，基本事件の訴状別紙１記載１の特許権（以下「本件特許」

という。）を侵害していることから，申立人が，相手方に対し，同製品の販売

等の差止めと損害賠償金の支払を求める事案である。 

２ 立証されるべき事実（特許法（以下「法」という。）１０５条の２第２項３



2 

号） 

本件特許は，構成要件Ａ～Ｄから構成され，工程Ａ，工程Ｂ，工程Ｃ，工程Ｄ

の各工程の内容及び順序により，本件特許に係る機器を製造することを内容と

するところ，相手方は，相手方製品の製造方法が構成要件Ａ及びＤを充足して

いることは認めているが，同製品の製造方法は，工程Ａ，工程Ｃ，工程Ｅ，工

程Ｄの各順に製造されているので，構成要件Ｂ（工程Ａの後に工程Ｂを経てい

ること），同Ｃ（工程Ｂの後に工程Ｃを経ていること）の充足性を否認してい

る。 

  本申立ては，構成要件Ｂ及びＣの立証のため，査証人による査証を求めるもの

である。 

３ 査証の対象及び査証に係る措置等 

(1) 査証の対象とすべき書類等及び所在地（法１０５条の２第２項２号） 

査証の対象とすべき書類等及び所在地は，別紙査証物件目録記載のとおりで

ある。 

(2) 査証の申立てに係る措置の内容（特許法による査証の手続等に関する規則１

条１項,２項） 

本件の査証においては，相手方の製造ラインが，工程Ａ，工程Ｂ，工程Ｃ，

工程Ｄという各工程の内容及び順序により構成されていることを明らかにする

必要があることから，査証人がとるべき措置の内容としては，別紙措置目録記

載のとおり，①相手方製品の製造ライン及び附属設備一式の確認及び作動，②

相手方製品の製造工程に関連するマニュアル，作業工程表及びこれに関連する

書類等（電磁的記録も含む。以下同様。）の確認が必要である。 

なお，相手方代理人によれば，相手方の製造ラインの製造工程は，機器の配

置及び作動状況から外見的に確認し得るとのことである。したがって，法１０

５条の２の４第２項の許可を要することなく，査証の実施が可能である。 

(3) 立証事実及び査証により得られる証拠との関係（法１０５条の２第２項３号） 
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査証により立証されるべき事実は，前記のとおり，相手方製品の製造方法が

構成要件Ｂ及びＣを充足することである。相手方製品は，同目録記載の住所に

所在する相手方工場で製造されており，その製造工程の一部である構成要件Ｂ

及びＣは，同工場における相手方製品の製造ライン及び附属設備一式の確認及

び作動，並びに同工場内で使用・保管されている製造工程に関連するマニュア

ル，作業工程表及びこれに関連する書類等を確認することにより立証すること

が可能である。 

４ 査証命令発令の要件を充足すること 

(1) 必要性及び補充性（法１０５条の２第２項４号） 

 前記のとおり，構成要件Ｂ及びＣの立証のためには，相手方工場において相

手方製品の製造ライン及び附属設備一式の確認及び作動，並びに同工場内で使

用・保管されている製造工程に関連するマニュアル，作業工程表及びこれに関

連する書類等を確認することが必要である。 

本件特許は方法の特許であり，相手方製品の製造方法は相手方製品を解析す

ることによって特定することはできず，専門的知見を有する査証人が相手方製

品を製造している工場において，製造ラインの作動状況や製造工程に関連する

マニュアル等を直接確認するほかない。また，相手方のウェブサイト上の記載

や一般的な技術常識に照らしても，相手方製品の製造方法は明らかではないの

で，申立人が，査証手続以外の手段により，必要とされる証拠を収集すること

は困難である。 

したがって，本件申立ては，必要性及び補充性の要件を充足する。 

(2) 蓋然性（法１０５条の２第２項１号） 

  本件特許の構成要件Ａ～Ｄのうち，相手方製品の製造方法が構成要件Ａ及び

Ｄを充足することについては争いなく，その余の構成要件Ｂ及びＣは本件査証

によって立証しようとする事実である。本件においては，査証手続により立証

しようとする構成要件Ｂ及びＣ以外の構成要件については当事者間に争いがな
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いので，構成要件Ｂ及びＣが立証されるとすべての構成要件を充足することに

なる。 

 したがって，本件では，本件特許を相手方が侵害したと疑うに足りる相当な

理由があるということができる。 

(3) 相当性（法１０５条の２第１項ただし書） 

前記のとおり，相手方代理人によると，本件査証は，工場内の機器の配置や

作動状況等を確認し，又はマニュアルや製造工程表等を収集・確認することで

足りるとのことであり，そうであれば，本件特許に係る技術分野に通じた弁護

士，弁理士等であれば，通常は，相手方工場に対する１回の立入検査によって，

それほど時間がかからずに目的を達成することが見込まれ，相手方に不相当な

負担を課すことはない。 

５ 査証人に関する要望 

 本件査証は，特定の技術分野に関する高い専門性を要するものではなく，本件

の争点及び立証のポイントを理解した上で，的確な証拠を収集することができ

る専門家が望ましい。この観点からすると，本件査証を行うべき専門家として

は，本件特許に係る技術分野（○○分野など）に詳しい法律専門家（弁護士又

は弁理士）が相当である。 

６ 結論 

よって，申立ての趣旨記載の裁判を求め，本件申立てに及ぶ次第である。 
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別紙 

査 証 物 件 目 録 

１ 相手方工場（○○県○○市○○番地）所在の訴状別紙２記載の相手方製品の製

造ライン及び附属設備一式 

２ 前項の製品の製造工程に関連するマニュアル，作業工程表及びこれに関連する

書類等（電磁的記録を含む。） 
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別紙 

措 置 目 録 

１ 別紙査証物件目録記載１の製造ライン及び附属設備一式の確認及び作動 

２ 同目録記載２の書類等の確認 
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（別紙１－２） 

【事例２の場合】 

 

基本事件：令和元年（ワ）第○○○○○号 特許権侵害差止請求事件 

申立人（原告） 株式会社Ｘ 

相手方（被告） Ｙ株式会社 

 

査 証 命 令 申 立 書 

 

令和  年  月  日 

 

東京地方裁判所民事第○○部 御中 

申立人（原告）訴訟代理人弁護士 甲 野 花 子 ㊞ 

 

申立ての趣旨 

１ 査証人に対し，相手方が所持又は管理する別紙査証物件目録記載の書類等につ

いて，別紙措置目録記載の措置に係る査証を命ずる 

２ ○○地方裁判所執行官に対し，前項の査証について，援助を命ずる 

との裁判を求める。 

申立ての理由 

１ 基本事件の概要 

(1) 申立人は，ガラス容器の製造方法について，基本事件の訴状別紙１記載の特

許（以下「本件特許」という。）を有しており，相手方は，訴状別紙２記載の

ガラス容器（以下「相手方製品」という。）を製造している。 

(2) 本件特許の特許請求の範囲（請求項１）を構成要件に分説すると，以下のと

おりである。 
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Ａ： ガラス管を加熱して成形加工しガラス容器を得るガラス容器の製造

工程， 

Ｂ： ガラス容器の製造工程で得たガラス容器の内表面を，化学物質Ｐを

含む水溶液から成る洗浄液で洗浄する洗浄工程，および 

Ｃ： 洗浄工程で洗浄したガラス容器を除歪する除歪工程を含み， 

Ｄ：洗浄工程における洗浄液の噴霧圧が０．０８ＭＰａ以上に制御される， 

Ｅ：ガラス容器の製造方法  

 (3) 相手方は，その所有・管理する工場内で相手方製品を製造していることは認

めるものの，製造しているのは委託先であるＡ社であって，相手方ではないと

主張するほか，洗浄工程で使用している洗浄液に化学物質Ｐは含まれておらず，

洗浄液の噴霧圧は０．０５ＭＰａ以下であるとして，製造主体並びに本件特許

の構成要件Ｂ及びＤを否認する。 

２ 立証されるべき事実等（特許法（以下「法」という。）１０５条の２第２項

３号） 

(1) 立証されるべき事実 

立証されるべき事実は，相手方製品の製造方法が，本件特許における構成要

件Ｂ及びＤを充足することである。 

(2) 査証により得られる証拠との関係 

査証により，洗浄工程で使用している洗浄液に化学物質Ｐが含まれ，洗浄液

の噴霧圧が０．０８ＭＰａ以上であることが明らかになれば，相手方製品の製

造方法が構成要件Ｂ及びＤを充足していることが立証される。 

３ 査証申立ての要件の充足性 

 (1) 必要性（法１０５条の２第１項） 

   本件査証を行えば，洗浄工程で使用している洗浄液に化学物質Ｐが含まれ，

洗浄液の噴霧圧が０．０８ＭＰａ以上であるかどうかが明らかになるのである

から，構成要件Ｂ及びＤの立証のため本件査証を行うことが必要である。 
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  (2) 蓋然性（法１０５条の２第２項１号） 

上記のとおり，相手方製品を製造していることを争うが，この点については，

既に提出した証拠で十分に立証されている。構成要件Ａ～Ｅについては，同Ｂ

及びＤ以外については，当事者間に争いがない。 

上記のとおり，相手方製品の製造主体が相手方であることは提出した証拠か

ら明らかであり，これに加えて，本件査証により構成要件Ｂ及びＤが立証され

れば，すべての構成要件を充足するのであるから，相手方製品の製造方法が，

本件特許を侵害すると疑うに足りる相当の理由がある。 

  (3) 補充性（法１０５条の２第２項４号） 

  相手方製品は，別紙査証物件目録記載の相手方工場において製造されている

ところ，申立人は，基本事件の提訴前，代理人弁護士を通じて，相手方に対し，

同工場への立入り及び装置の検証を打診したが，相手方は，同製造方法が営業

秘密に当たることを理由にこれを拒絶した。したがって，申立人が自ら同工場

に赴いて装置の検証を行うことは不可能である。 

  また，市場にて入手した相手方製品の構成から，その製造方法を推知するこ

とは困難であり，その他，申立人には相手方製品の製造方法について調査する

手段はない。 

 したがって，本件申立ては，補充性の要件を充足する。 

  (4) 相当性（法１０５条の２第１項ただし書） 

査証人が，別紙査証物件目録記載の装置で使用される洗浄液の一部を採取し，

また洗浄液の噴霧圧を計測するために，同装置の稼働を一時停止する必要があ

るとしても，わずかな時間にすぎない。 

また，溶液の濃度計測のために採取する必要があるサンプルは少量で十分で

あり，同サンプルの採取及び費消が相手方に過度な経済的負担を課すことはな

い。 

(5) 小括 
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以上のとおり，本件申立ては査証の要件をすべて充足する。 

４ 査証の対象及び内容等 

(1) 査証の対象とすべき書類等及び所在地（法１０５条の２第２項２号） 

査証の対象とすべき装置，書類等及びその所在地は，別紙査証物件目録記載

のとおりである。 

(2) 査証申立てに係る措置の内容（特許法による査証の手続等に関する規則（以

下「規則」という。）１条１項,２項） 

  本件の査証においては，相手方製品の洗浄工程で使用している洗浄液に化学

物質Ｐが含まれ，洗浄液の噴霧圧が０．０８ＭＰａ以上であることを明らかに

する必要があることから，査証人は，別紙措置目録記載の措置をとることによ

り査証を行う必要がある。 

ア 本件ガラス容器の製造装置における洗浄工程で使用している洗浄液に化学

物質Ｐが含有されているかどうかの確認（同確認をするために製造装置を作

動する必要がある場合にはその作動を含む。）又はその確認に必要な実験は，

以下の通りの方法・手順で行うべきである。 

 ・・・・・ 

  イ 上記の洗浄液の噴霧圧は，以下のとおりの条件及び手順に従って，計測さ

れるべきである。 

   ・・・・・ 

ウ 上記ア及びイに加え，前項の製品の製造工程に関連するマニュアル，作業

工程表及びこれに関連する書類等（電磁的記録を含む。）の有無を確認し，

これらの書類が存在する場合には，査証報告書に添付することを求める。 

５ 査証人に関する要望 

 本件査証は，洗浄液に特定の化学物質が含まれるかどうか，また洗浄液の噴霧

圧の計測をその内容とするものであり，その実施に当たっては，前提となる条

件の設定が適切であることなども求められる。このため，査証人としては，こ
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の技術分野に精通した学識経験者，技術者等が相当であると考える。 

６ 執行官による援助の必要性（法１０５条の２の２第３項，規則２条） 

  申立人は，基本事件の提訴前，代理人弁護士を通じて，相手方に対し，同工場

への立入り及び装置の検証を打診したが，相手方はこれを拒絶した。また，基

本事件の提訴後も，申立人は，営業秘密の保護に配慮した上で，両当事者の代

理人の立会いの下，任意に相手方製品の製造工程を確認することを提案したが，

相手方はこれに応じようとしない。  

 このため，申立人は，やむなく本件査証命令の申立てに及んだものであるが，

これまでの相手方の対応を考慮すると，査証命令が発出されても，査証人が工

場に立ち入ることを拒絶するなどして，査証が円滑に実施できないおそれがあ

る。 

以上の経緯に照らすと，本件において，査証人による円滑な資料収集を実現す

るためには，執行官が相手方の工場に立ち入り，相手方への質問や書類の提示等

を求めるなどして査証人を補助させること（法１０５条の２の４第３項）が必要

である。 

したがって，本件査証の実施に当たっては，執行官による援助を求める。 

７ 結論 

よって，申立ての趣旨記載の裁判を求め，本件申立てに及ぶ次第である。 
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別紙 

査 証 物 件 目 録 

１ 相手方工場（○○県○○市○○番地）所在の訴状別紙２記載の相手方製品を製

造する装置及び付属設備一式 

２ 前項の装置の取扱説明書，訴状別紙２記載の相手方製品の製造マニュアルその

他同装置において噴霧する溶液の圧力及び組成等に関連する書類等（電磁的記

録を含む。） 
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別紙 

措 置 目 録 

１ 査証物件目録記載１の装置等によるガラス容器の製造工程で得たガラス容器の

内表面を洗浄する洗浄液に化学物質Ｐが含まれることの確認（同確認のために同

装置等を作動する必要がある場合にはその作動を含む。）及びその確認に必要な

実験 

２ 同目録記載１の装置による洗浄工程における洗浄液の噴霧圧の計測 

３ 同目録記載２の書類等の確認 
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（別紙２） 

 

令和○年（モ）第○○○号 査証命令申立事件 

（基本事件・令和○年（ワ）第○○○○号 特許権侵害差止請求事件） 

申立人（基本事件被告）       株式会社○○○ 

相手方（査証申立人・基本事件原告） ×××株式会社 

 

査証報告書の不開示申立書 

 

令和○年○月○日 

東京地方裁判所民事第○○部○係 御中 

 

申立人代理人 弁護士 乙 野 太 郎 

 

第１ 申立ての趣旨 

  相手方に対し，「令和○年（モ）第○○○号査証命令申立事件において査証人か

ら提出された査証報告書のうち別紙目録記載の部分を相手方に開示しない」 

 との裁判を求める。 

第２ 申立ての理由 

  上記査証報告書のうち別紙目録記載の部分（以下「本件不開示部分」とい

う。）は，申立人の製造する製品（以下「申立人製品」という。）の製造工程のう

ち，洗浄工程で使用されるノズルの構造や噴霧される洗浄液の圧力に係る情報で

あるところ，これは申立人の営業秘密（以下「本件営業秘密」という。）に該当

する。本件営業秘密は，申立人製品の製造に従事する従業員であってもそのほと

んどはこれを知らず，本件営業秘密にアクセスし得るのはパスワードを付与され

た一部の技術者に限定され，かつこれらの者に秘密保持義務を負わせている。当
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然，本件営業秘密が外部に公表されたことはない。そして，本件営業秘密は，申

立人製品と競合する他社製品と差別化するために重要なものであって，極めて有

用な情報であり，これが開示されると，申立人製品は市場における競争力を喪失

することは避けられず，申立人は回復し難い損害を被るおそれがある。 

  他方，本件営業秘密は，本件特許の構成要件とは直接の関係はなく，本件特許

権の侵害の立証のためにこれを開示する必要はない。 

  以上のとおり，本件不開示部分を開示しないことにつき正当な理由があるか

ら，申立人は，特許法１０５条の２の６第２項に基づき，申立ての趣旨記載のと

おり，上記査証報告書の一部である本件不開示部分を相手方（査証申立人）に開

示しないとの決定を求める。 

 

添付資料 

１ 申立人従業員○○○○の陳述書 
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令和○年（モ）第○○○号査証命令申立事件において査証人から提出された査証報

告書のうち添付の同報告書写しのマスキング部分 

 

 


